
 

○ 事務ガイドライン〔第一分冊：預金取扱い金融機関関係〕 

改    正    前 改        正        後 
 

２．信託兼営金融機関関係  

  

２－１ 兼営認可に係る留意点 

（略） 

 ２－２ 弊害防止措置等について 

     （略） 

２－３ 代理店関係 

     （略） 

２－４ 店舗関係 

     （略） 

２－５ 信託銀行監督上の留意点 

（略） 

 

３．異業種による銀行業参入等新たな形態の銀行 

 

 
（削る） 
 
（削る） 

 
（削る） 

 
（削る） 

 
（削る） 

 
（削る） 

 
 
２．異業種による銀行業参入等新たな形態の銀行 

 
 



 

○ 事務ガイドライン〔第二分冊：保険会社関係〕 

改    正    前 改        正        後 
１ 共通事項 

 
１－６ 保険会社の健全性に関し報告を求める場合及び業務改善を求

める場合の着眼点 
 
保険会社に対し経営の健全性及び業務の適切性を確保するため必要

な場合には、法第 128 条に基づく報告又は資料の提出を求めることが

できる。また、保険会社の経営状態によっては、法第 132 条等に基づ

く業務改善等の命令を行うことが必要となる。 
 以下において、保険会社を監督するための、着眼点を整理した。 
 
１－６－５ 資産運用等 

(1)～(12) （略） 
(13) 小口債権販売に係る業務の取扱いについて 

保険会社が「特定債権等に係る事業の規制に関する法律」（平成

４年法律第 77 号）により適用除外を受ける者とされている趣旨に

鑑み、同法等に定められている投資家保護等のための規制に沿った

業務運営が確保されているか。 
(14)～(18)  （略） 

  
１－８ 子会社等について 
  

保険会社の子会社（法第２条第 12 項に規定する子会社（同項の規定

により子会社とみなされる会社を含む。）をいう。以下同じ。）、子法人

等（令第２条の３第２項に規定する子法人等（子会社を除く。）をいう。

以下同じ。）及び関連法人等（同条第３項に規定する関連法人等をいう。

１ 共通事項 
 
１－６ 保険会社の健全性に関し報告を求める場合及び業務改善を求

める場合の着眼点 
 

保険会社に対し経営の健全性及び業務の適切性を確保するため必要

な場合には、法第 128 条に基づく報告又は資料の提出を求めることが

できる。また、保険会社の経営状態によっては、法第 132 条等に基づ

く業務改善等の命令を行うことが必要となる。 
 以下において、保険会社を監督するための、着眼点を整理した。 
 
１－６－５ 資産運用等 

(1)～(12) （略） 
（削る） 

 
 
 
 

(13)～(17)  （略） 
 
１－８ 子会社等について 
  

保険会社の子会社（法第２条第 12 項に規定する子会社（同項の規定

により子会社とみなされる会社を含む。）をいう。以下同じ。）、子法人

等（令第２条の３第２項に規定する子法人等（子会社を除く。）をいう。

以下同じ。）及び関連法人等（同条第３項に規定する関連法人等をいう。



 

改    正    前 改        正        後 
以下同じ。）（以下「子会社等」という。）の業務範囲等については、法

第 100 条に規定する他業禁止の観点から以下のとおりとする。 
なお、保険持株会社の子会社等についても、これに準じた取扱いを

行うものとする。 
  
（注１）保険会社又はその子会社が、国内の会社（当該保険会社の子

会社を除く。）の株式又は持分について、合算して、その基準議

決権数（法第 107 条第１項に規定する基準議決権数をいう。以

下同じ。）を超えて所有している場合の当該国内の会社（以下「特

定出資会社」という。）が営むことができる業務は、第 106 条第

１項第１号から第５号までに掲げる会社、同項第９号に掲げる

会社及び同項第 11 号に掲げる会社が行うことができる業務の範

囲内であり、かつ、規則、告示、本事務ガイドラインに定める

子会社に関する基準等を満たす必要があることに留意する。 
（注２）・（注３） （略） 

  

以下同じ。）（以下「子会社等」という。）の業務範囲等については、法

第 100 条に規定する他業禁止の観点から以下のとおりとする。 
なお、保険持株会社の子会社等についても、これに準じた取扱いを

行うものとする。 
  
（注１）保険会社又はその子会社が、国内の会社（当該保険会社の子

会社を除く。）の株式又は持分について、合算して、その基準議

決権数（法第 107 条第１項に規定する基準議決権数をいう。以

下同じ。）を超えて所有している場合の当該国内の会社（以下「特

定出資会社」という。）が営むことができる業務は、第 106 条第

１項第１号から第７号までに掲げる会社、同項第 12 号に掲げる

会社及び同項第 14号に掲げる会社が行うことができる業務の範

囲内であり、かつ、規則、告示、本事務ガイドラインに定める

子会社に関する基準等を満たす必要があることに留意する。 
（注２）・（注３） （略） 

 
 



 

○ 事務ガイドライン〔第三分冊：金融会社関係〕 

改    正    前 改        正        後 

 
７ 特定債権等事業関係 
 
７－１ 小口債権の内容 

     （略） 
７－２ 資産担保型証券を発行する特定債権等譲受業者の業務に関す

る事項 
     （略） 
７－３ 許可及び届出事項  

     （略） 
７－４ 業務に関する事項 

     （略） 
    
８ 不動産特定共同事業関係  
  
９ 金融先物取引業関係  
  
10Ａ 資産流動化（新ＳＰＣ、ＳＰＴ）関係 
  
10Ｂ 特定目的会社（旧ＳＰＣ）関係  
  
11 特定金融会社等関係 
  
12 確定拠出年金運営管理機関関係  
  
 

 
（削る） 
 
（削る） 

 
（削る） 

 
 
（削る） 

 
（削る） 

 
 
７ 不動産特定共同事業関係  
  
８ 金融先物取引業関係  
  
９Ａ 資産流動化（新ＳＰＣ、ＳＰＴ）関係 
  
９Ｂ 特定目的会社（旧ＳＰＣ）関係  
  
10 特定金融会社等関係 
  
11 確定拠出年金運営管理機関関係  
 
 



 

改    正    前 改        正        後 

参考様式集 
 

申請書等様式 
 
１～６ （略） 
７ 特定債権等事業関係 
８ 不動産特定共同事業関係  
９ 金融先物取引業関係  
10Ａ 特定目的会社（新ＳＰＣ、ＳＰＴ）関係 
10Ｂ 特定目的会社（旧ＳＰＣ）関係  
11 特定金融会社等関係 
12 確定拠出年金運営管理機関関係  
 

参考様式集 
 

申請書等様式 
 
１～６ （略） 
（削る） 
７ 不動産特定共同事業関係  
８ 金融先物取引業関係  
９Ａ 特定目的会社（新ＳＰＣ、ＳＰＴ）関係 
９Ｂ 特定目的会社（旧ＳＰＣ）関係  
10 特定金融会社等関係 
11 確定拠出年金運営管理機関関係  
 

 



 

○ 事務ガイドライン〔証券会社、投資信託委託業者及び投資法人等並びに証券投資顧問業者等の監督等にあたっての留意事項について〕 

改    正    前 改        正        後 

第１部 証券会社等の監督関係 
 
３．証券会社の監督事務 

 
３－３ 累積投資業務に係る留意事項 

法第 34条第１項第８号に規定する累積投資契約の締結業務を行うに

当たっては、以下の業務の内容及び方法に留意して行うこと。 
(1)～(4) （略） 
(5) 累積投資業務における有価証券の保管方法 
① 累積投資業務において買い付けた有価証券の保管は次により行

うこと。 
イ （略） 
ロ 当該有価証券を自ら管理することに代えて、証券会社名義を

もって証券金融会社、銀行又は信託銀行に再寄託することがで

きること。 
なお、顧客の権利又は利益を害さないと認める場合には、顧

客の同意を得たうえで、保管又は再寄託に当たり、大券をもっ

てすることができること。  
ハ （略） 

② （略） 
(6)～(11) （略） 

 
５．登録金融機関の監督事務 
 
５－２ 銀行、信託会社その他政令で定める金融機関（以下「金融機関」

という。）からの登録申請に係る留意事項 
（略） 

 

第１部 証券会社等の監督関係 
 
３．証券会社の監督事務 

 
３－３ 累積投資業務に係る留意事項 

法第 34条第１項第８号に規定する累積投資契約の締結業務を行うに

当たっては、以下の業務の内容及び方法に留意して行うこと。 
(1)～(4) （略） 
(5) 累積投資業務における有価証券の保管方法 
① 累積投資業務において買い付けた有価証券の保管は次により行

うこと。 
イ （略） 
ロ 当該有価証券を自ら管理することに代えて、証券会社名義を

もって証券金融会社、銀行又は信託会社に再寄託することがで

きること。 
なお、顧客の権利又は利益を害さないと認める場合には、顧

客の同意を得たうえで、保管又は再寄託に当たり、大券をもっ

てすることができること。  
ハ （略） 

② （略） 
(6)～(11) （略） 

 
５．登録金融機関の監督事務 
 
５－２ 銀行、協同組織金融機関その他政令で定める金融機関（以下「金

融機関」という。）からの登録申請に係る留意事項 
（略） 

 



 

改    正    前 改        正        後 

７．弊害防止措置関係 
 

７－２ 法第 65 条の規定の解釈について 
 

７－２－１ 法 65 条第 1 項本文の規定の解釈について 
(1) 銀行、協同組織金融機関、信託会社その他令第１条の９で定める

金融機関（以下７－２において「銀行等」という。）が行う以下の業

務は、法第 65 条第 1 項により営業としてはならないとされている行

為には該当しない。  
①・② （略）  

(2) （略） 
 
 
第３部 証券投資顧問業者の監督関係 
 
３ 投資一任契約に係る業務 
 
３－３ 投資一任契約に係る業務の認可の審査基準等 
 
３－３－３ 合同運用等を行う場合の資産管理機関に関する事項 

認可投資顧問業者が複数の顧客資産を同一運用又は合同運用する場

合において、顧客資産の適正な管理・配分等を確保する観点から、同

一運用又は合同運用する場合の資産管理機関については、次の各号に

掲げる運用の方法の区分に従い、各号に掲げる資産管理機関が活用さ

れていること。 
(1) 同一運用する場合 証券会社又は信託銀行 
 
(2) 合同運用する場合 信託銀行 

７．弊害防止措置関係 
 

７－２ 法第 65 条の規定の解釈について 
 

７－２－１ 法 65 条第 1 項本文の規定の解釈について 
(1) 銀行、協同組織金融機関その他令第１条の９で定める金融機関（以

下７－２において「銀行等」という。）が行う以下の業務は、法第 65
条第 1 項により営業としてはならないとされている行為には該当し

ない。  
①・② （略）  

(2) （略） 
 
 
第３部 証券投資顧問業者の監督関係 
 
３ 投資一任契約に係る業務 
 
３－３ 投資一任契約に係る業務の認可の審査基準等 
 
３－３－３ 合同運用等を行う場合の資産管理機関に関する事項 

認可投資顧問業者が複数の顧客資産を同一運用又は合同運用する場

合において、顧客資産の適正な管理・配分等を確保する観点から、同

一運用又は合同運用する場合の資産管理機関については、次の各号に

掲げる運用の方法の区分に従い、各号に掲げる資産管理機関が活用さ

れていること。 
(1) 同一運用する場合 証券会社、信託会社又は信託業務を営む金融

機関 
(2) 合同運用する場合 信託会社又は信託業務を営む金融機関 

 


